
３熊谷市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

29,732,522 46.6 75.2
697,452 1.1 1.9
50,196 0.1 0.1

106,200 0.2 0.3
174,355 0.3 0.5

1,855,447 2.9 5.0
75,402 0.1 0.2

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
274,384 0.4 0.7
121,802 0.2 0.3

6,019,513 9.4 14.1
うち普通交付税 5,233,843 8.2 14.1 財 調

うち特別交付税 785,579 1.2 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 91 0.0 0.0 特 定 目 的

39,107,273 61.3 98.3 合 計

35,945 0.1 0.1
668,102 1.0 0.0
911,791 1.4 0.4
129,308 0.2 0.0

8,240,728 12.9 0.0
0 0.0 0.0

3,483,256 5.5 0.0
233,115 0.4 0.1
12,117 0.0 0.0

332,189 0.5 0.0 現

4,351,066 6.8 0.0
2,936,752 4.6 1.0 年

3,398,000 5.3 0.0
2,000,000 3.1 0.0 計

0 0.0 0.0
63,839,642 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

11,948,418 20.2
う ち 職 員 給 7,565,110 12.8

14,101,694 23.9
5,217,021 8.8

内 元 利 償 還 金 5,217,021 8.8
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

31,267,133 52.9
7,121,301 12.1

595,626 1.0
4,516,811 7.6
1,798,827 3.0
8,206,542 13.9
1,029,888 1.7
1,068,039 1.8

0 0.0
5,262,693 8.9

う ち 人 件 費 318,345 0.5 千円

普 通 建 設 事 業 費 5,252,667 8.9
うち　補　　　　助 1,747,967 3.0 ％

　うち  単　　　　独 3,378,358 5.7 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 10,026 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

59,068,033 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２６・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２５年度 1,004 　　退職手当支給事務  
63,839,642 117 　　事務機械共同施設  
59,068,033 24 　　そ　の　他 ○
4,771,609 242

373,631 0 民　　　生
4,397,978 1,270 　　老人福祉施設  

644,959 　　そ　の　他
7,980 特　別　職　等（Ｈ２６・４・１現在）  

141,908 衛　　　生
0 　　伝　染　病

794,847 　　じんかい処理  
1 26 4 1 　　し 尿 処 理  

 1 26 4 1 　　火　葬　場  
 1 26 4 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 17 10 1 ○
　　　　　　特定農山村  1 17 10 1 土　　　木 ○

 30 17 10 1 　　そ　の　他

平成２５年度
地方公共団体コード 112020

人
口

203,180人

住
民
基
本

市町村類型 特例市

202,154人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 3 204,675人 うち日本人 (199,560人) 75,413世帯 159.88
市町村名 熊谷市 -0.7％ 25.3.31 202,604人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

26.1.1

うち日本人 (200,029人) 72,225世帯 1,271

決算状況
地方交付税種地 Ⅰ－５ 増減率 -0.2％

うち日本人 (-0.2％)
歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調 基 準 財 政 収 入 額 24,470,502
地 方 税 28,003,441 第 １ 次 3,326人 4,435人 111,650人 基 準 財 政 需 要 額 27,295,518
地 方 譲 与 税 697,452 3.4％ 4.4％ １７年国調 標 準 税 収 入 額 31,696,310
利 子 割 交 付 金 50,196 第 ２ 次 25,599人 27,927人 110,901人 標 準 財 政 規 模 39,839,390
配 当 割 交 付 金 106,200 26.2％ 27.6％ 財 政 力 指 数 ２ ３ ～ ２ ５ 0.88
株式等譲渡所得割交付金 174,355 第 ３ 次 62,988人 67,359人 実 質 収 支 比 率 11.0
地 方 消 費 税 交 付 金 1,855,447 64.5％ 66.5％ 経 常 一 般 財 源 等 比 率 93.4
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 75,402 公 債 費 負 担 比 率 11.0
特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 5.4
軽油・自動車取得税交付金 274,384 区          分 徴収済額 構成比 超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 121,802 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 287,826 1.0 0 連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 5,233,843 所 得 割 10,573,677 35.6 0 将 来 負 担 比 率 -

2.3 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 12,083,179 40.6

7,018,683
0 法 人 税 割 2,403,432 8.1 382,682 1,301,042

5,233,843 法 人 均 等 割 670,455

0 8,975,517
（一般財源計） 36,592,522 うち純固定資産税 12,020,116 40.4 0 17,295,242

交通安全対策特別交付金 35,945 軽 自 動 車 税 342,895 1.2 0 地 方 債 現 在 高 40,600,823
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 1,641,977 5.5 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 27,798,919
使 用 料 162,077 鉱 産 税 0 0.0 0 (

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

物 件 等 購 入 1,808,906
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0 保 証 ・ 補 償 168,217
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 28,003,441 94.2 382,682 そ の 他 1,994,233
国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0 実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 3,971,356
財 産 収 入 40,091 目 的 税 1,729,081 5.8 0 収 益 事 業 収 入 0
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高 0
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.5
繰 越 金 0 都 市 計 画 税 1,729,081 5.8 0 市 町 村 民 税 98.5
諸 収 入 386,171 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.4
地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0 合 計 93.8

うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 94.0
うち減収補てん債特例分 0 合 計 29,732,522 100.0 382,682 純 固 定 資 産 税 92.9
歳 入 合 計 37,216,806

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分 決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 11,345,949 10,802,283 27.5 議 会 費 453,008 0.8 0 453,008
7,142,684 － － 総 務 費 6,533,211 11.1 53,875 5,908,246

扶 助 費 4,421,925 4,402,079 11.2 民 生 費 23,016,129 39.0 131,613 11,892,514
公 債 費 5,156,532 5,014,624 12.8 衛 生 費 4,887,176 8.3 185,609 4,547,653

5,156,532 5,014,624 12.8 労 働 費 93,334 0.2 0 90,384
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 1,075,791 1.8 221,894 902,836

（義務的経費計） 20,924,406 20,218,986 51.6 商 工 費 1,336,564 2.3 4,677 494,818
物 件 費 5,696,414 5,406,986 13.8 土 木 費 7,251,134 12.3 2,573,422 5,643,988
維 持 補 修 費 466,004 437,979 1.1 消 防 費 2,376,602 4.0 126,855 2,345,467
補 助 費 等 3,871,083 3,017,927 7.7 教 育 費 6,818,037 11.5 1,954,722 4,583,497

うち一部事務組合負担金 1,798,827 1,798,827 4.6 災 害 復 旧 費 10,026 0.0 0 9,347
繰 出 金 7,659,526 5,087,109 13.0 公 債 費 5,217,021 8.8 0 5,156,532
積 立 金 997,425 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0 0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 1 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0
前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 59,068,033 100.0 5,252,667 42,028,290
投 資 的 経 費 2,413,431 経常経費充当一般財源等計 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 1,730,216
国
民
健
康
保
険
事
業

34,168,987 再 差 引 収 支 -418,156
32,209

内
　
　
訳

2,404,084 経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 1,774,641 加 入 世 帯 数

259,554 87.1 介護保険 1,826,937 被 保 険 者 数 55,998
2,057,188 91.8 818,834

会
計
の
状
況

実 質 収 支 0
318,345

9,347 （臨財債・減収補てん債除く） 1,782,259 保険税 (料 )収入額 81
0 歳 入 一 般 財 源 等 0 国 庫 支 出 金 82

46,799,899 341,864 保 険 給 付 費 251
歳 出 合 計 42,028,290 合 計 8,274,751

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円） 消　　　防
平成２４年度 一 般 職 員 3,370,094 3,357  　　常 備 消 防

○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 65,375,867 うち技能労務員 389,493 3,329  

消 防 職 員 792,792 3,276

　　消防災害補償
歳 出 総 額 61,024,801 教 育 公 務 員 93,114 3,880

翌年度に繰越すべき 財源 598,047 臨 時 職 員 0 0 教　　　育
歳 入 歳 出 差 引 4,351,066

そ  の  他

実 質 収 支 3,753,019 合 計 4,256,000 3,351  

定数 適用開始年月日
１人当たり平均給料

　　そ　の　他
単 年 度 収 支 -807,456  
積 立 金 925,380

積 立 金 取 崩 し 額 0 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 158,032

区　　　分

実 質 単 年 度 収 支 275,956 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 9,200 ○ 　　国民健康保険事業

　　　　　　山村振興 副 市 町 村 長 7,760  　　老人保健医療事業
　　　　　　過　　　疎 教 育 長 7,180  　　後期高齢者医療

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長 5,420 　　介護保険事業

議 会 副 議 長 4,700 　　交通災害共済事業

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 4,500  


